
～今月のおすすめ情報～

栃木労働局「今月(11月)のおすすめ情報」を紹介します。

栃木労働局

【掲載場所】
栃木労働局トップページ
＞ 今月のおすすめ情報

局HPのトップページの
ここに掲載しています！

１ 実施期間
令和６年11月１日（金）から11月30日（木）までの１か月間

２ 主な取組

① 過重労働相談受付集中期間及び特別労働相談受付日の設定

ア 過重労働相談受付集中期間【11月１日（金）～11月７日（木）（日、祝を除く）】

栃木県内の各労働基準監督署（開庁時間 平日 8：30～17：15）
は い ！ ろ う ど う

労働条件相談ほっとライン 0120-811-610（フリーダイヤル）
（月～金 17：00～22：00 土、日、祝 9：00～21：00）

イ 特別労働相談受付日【令和６年11月２日（土）9：00～17：00】
な く し ま し ょ う 長 い 残 業

過重労働解消相談ダイヤル 0120-794-7713（フリーダイヤル）

② 集中的な監督指導（重点監督）

各種情報から時間外・休日労働時間数が長時間にわたると考えられる事業場や長時間にわたる

過重労働による過労死等に関して労災請求が行われた事業場等に対し、集中的な監督指導（重点

監督)を実施します

③ 栃木労働局長、栃木運輸支局長によるベストプラクティス企業への職場訪問

【日時】令和６年11月５日（火） 13：15～14：45

【会場】コマツ小山工場内（小山市横倉新田400）
県内で物流部門における長時間労働の削減を始めとする働き方の見直しに積極的に取り組んで

いる企業を訪問し、トラック運転者の長時間荷待ち等の改善についての取組事例紹介、取組現場
見学、トップ対談を行います。

④ 過労死等防止対策推進シンポジウム【参加無料】

【日時】令和６年11月22日（金）14：00～16：30（受付13：00～）

【会場】小山商工会議所 大会議室（小山市城東1-6-36）
過労死等防止対策の現状、企業の取組事例、専門家による過労死・過労自殺予防についての講

演、過労死遺族による体験談などを聞くことができます。

① 「過重労働解消キャンペーン」を実施します！

令和6年度「雇用管理改善セミナー」を県内３ヶ所の会場で開催いたします。障害者雇用に取り組
む事業主の皆様、先進事例をご紹介いたしますので、ぜひご参加ください。
○県央地区（パルティ（とちぎ男女共同参画センター）・ホール：定員100名）

令和６年11月28日（木）13：30～16：00（11月21日（木）申込〆切）
○県南地区（とちぎ岩下の新生姜ホール（栃木文化会館）・小ホール：定員100名）

令和６年11月 26日（火）13：30～16：00（11月19日（火）申込〆切）
○県北地区（西那須野公民館・多目的ホール：定員80名）

令和６年11月13日（水）13：30～16：00（11月６日（水）申込〆切）
申込方法：下記の栃木労働局HPからお申し込みください。
栃木労働局＞ニュース＆トピックス＞イベント情報

＞ 令和６年度「雇用管理改善セミナー」開催のお知らせ

【問合せ】栃木労働局職業安定部職業対策課 TEL：028-610-3557

② 令和６年度「雇用管理改善セミナー」のご案内



令和７年４月より新たな雇用保険制度が創設されます。
１．出生後休業支援給付の創設
両親ともに育児休業を取得することを促進するため、子の出生直後の一定期間

以内（男性は子の出生後8週間以内、女性は産後休業後８週間以内）に被保険者
とその配偶者の両方が14日以上の育児休業を取得する場合に、最大28日間、休
業開始前賃金の13％相当額を出生後休業支援給付として給付し、育児休業給付と
あわせて給付率を80％とします。
２．育児時短就業給付の創設
育児期を通じた柔軟な働き方を推進するため、被保険者が２歳未満の子を養育

するために、時短勤務をしている場合に、時短勤務中に支払われた賃金額の10％
を支給します。
  https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_40723.html

③ 子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律が公布され、雇用保険制度が
     変わります！

④ １１月は「労働保険未手続事業一掃強化期間」です！

〇「労働保険」とは、「労働者災害補償保険（労災保険）」と「雇用保険」とを総称した言葉で
あり、常勤、パート、アルバイトなどの名称や雇用形態にかかわらず、労働者を１人でも雇っ
ている事業は原則、強制適用事業であり、成立手続を行う義務があります。
厚生労働省では「未手続事業一掃対策」を、年間を通じた主要課題として位置付けた上で、

１１月を「労働保険未手続事業一掃強化期間」とし、全国において集中的な活動を展開します。

近年、多様な業種でフリーランスという働き方が普及している一方、フリーランスは「個人」
で業務を行う形態のため、「組織」として事業を行う企業等の発注事業者との間で交渉力の格差
に起因する取引上のトラブルが増えています。こうした中で、フリーランスの方が安心して働く
ことのできる環境を整備するため、フリーランスの方との取引の適正化と、フリーランスの方の
就業環境整備を目的とした「フリーランス・事業者間取引適正化等法」が、11月1日から施行さ
れます。
詳細は、栃木労働局ウェブサイトをご覧ください。
（パンフレット等をダウンロード可能です！）

栃木労働局ウェブサイト
（二次元バーコード ）

【問合せ】栃木労働局 雇用環境・均等室 TEL：028-633-2795

⑤ １１月１日からフリーランス法が施行されます！

⑥ 「テレワーク月間」（11月）です！

〇11 月を「テレワーク月間」として、テレワークの普及に向けたイベ
ントや周知等の取組を集中的に行います。
テレワークは、子育てや介護と仕事の両立、ワーク・ライフ・バラ

ンスの向上、人材確保、働き方改革の促進等に資するという観点から、
関係府省庁と連携して普及を図っています。

⑦ 11月は「しわ寄せ」防止キャンペーン月間です！

〇大企業等と下請け等中小企業者は共存共栄です！下請け等中小企業者に対する適正な
コスト負担を伴わない短期発注や急な仕様変更などはやめましょう！

詳細はこちら→https://work-holiday.mhlw.go.jp/shiwayoseboushi/

STOP!しわ寄せ

https://work-holiday.mhlw.go.jp/shiwayoseboushi/


〇栃木県最低賃金は、栃木県の区域内の事業場で働くすべての労働者と
その使用者に適用されます。

〇一般労働者はもちろん、臨時、パート、アルバイト等にも適用されます。
〇特定の産業には、特定最低賃金が定められています。
最低賃金引上げに向けて次の支援措置を設けています、活用ください。

＊業務改善助成金:中小企業・小規模事業者が、事業場内で最も低い賃金を

引き上げ、生産性向上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等

にかかった費用の一部を助成する制度です。

【問合せ】業務改善助成金コールセンター TEL：0120‐366‐440
＊[NEW]とちぎ賃上げ・業務改善奨励金:令和６年８月30日以降に業務
改善助成金の交付決定通知を受け、令和７年２月28日までに業務改善助
成金の交付額確定通知を受けた事業者に対して業務改善助成金支給決定額
の1/6以内を助成する栃木県独自の制度です。
【問合せ】栃木県労働政策課 TEL：028-623-3217

＊キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース):非正規雇用労働者の
基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、その規定を適用させた場合
に助成する制度です。
【問合せ】助成金事務センター TEL：028-614-2263

＊働き方改革推進支援センター相談窓口:中小企業における労働環境整備、例えば、賃金

規程の見直しや業務改善助成金をはじめとする労働関係助成金の活用などの相談対応
【問合せ】栃木働き方改革推進支援センター TEL：0800‐800-8100

⑧ 【栃木県最低賃金】１０月１日から時間額１，００４円に改正されました！

栃木県最低賃金
の特設ページは
こちら☞

業務改善助成
金については
こちら☞

キャリアアップ
助成金について
はこちら☞

とちぎ賃上げ・
業務改善奨励金に
ついてはこちら☞

⑩ キャリアアップ助成金「社会保険適用時処遇改善コース」をご活用ください！

キャリアアップ助成金は、非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアッ
プを促進するため、正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対する
助成金です。令和5年10月より「社会保険適用時処遇改善コース」を新設
し、労働者を新たに社会保険に加入させるとともに、収入を増加させる取
組を行った事業主に助成されます。
キャリアアップ助成金をご活用いただくためには、まずキャリアアップ

計画書の提出が必要です。取組を開始する日の前日までに、栃木労働局
助成金事務センターまで提出しましょう！

労働者にとって、
・「年収の壁」を意識せず働くことができる。
・社会保険に加入することで処遇改善につながる。

事業主の皆様の
人手不足の解消へ！

【問合せ】栃木労働局 助成金事務センター TEL：028-614-2263

最近、ハローワークで求人を公開した際に、求人広告サイトを運営する事業者
等から電話で「無料で当社のサイトに求人広告を掲載しませんか？」との勧誘が
あり、契約したところ、無料掲載期間経過後に自動で有料掲載へ移行し、多額の
広告料金を請求されるといった事案が発生しています。
そのため、求人広告サイトを運営する事業主等と契約して求人広告をインター

ネット等に掲載依頼する際には、「事前に広告料金や掲載期間、無料掲載期間終
了後の料金、解約方法等を確認した上で契約」を行ってください。
なお、ハローワークに求人をご提出いただく際に、『ハローワーク以外の事業

者からの営業はお断り』や『求人掲載の営業はお断り』などの文言を記載するこ
とや、インターネットで公開する際には採用担当者の方のお名前や電話番号を非
公開にするといった対応も可能ですので、お気軽に管轄のハローワークの求人担
当にご相談ください！

⑨ 求人掲載時の営業電話のトラブルにご注意ください！
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